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1 はじめに

現在，日本は総人口の 25％以上を高齢者が占める超
高齢社会であり，その割合は今後も増加していくこと
が予想されている [1]．また，終末期医療に関する調査
では，国民の 60％以上が自宅での療養を望んでいるこ
とが示されている [2]．このような背景から，厚生労働
省は在宅医療・介護を推進している．在宅介護を必要
とする要介護者の多くは，入退院を繰り返すなどして，
臨床と在宅の二つの場で療養を行っていくことになる．
しかし，在宅で介護を行う介護者のほとんどは要介護
者の家族であり，介護・介助に関する専門的な知識は
持っていない．したがって，要介護者が臨床から在宅
へ移行する際に，医療従事者が提示するサマリー等に
書かれている情報を介護者が有効に活用できず，正し
い介護・介助法を判断することが困難であると考えら
れる．
そこで我々は，専門知識を持たない介護者のために，
要介護者の状態に応じた適切な介助法を提示するシス
テムを提案する．本システムでは，要介護者の現在の
状態を項目別に分けて可視化し，各々の状態に応じた
介助法を提示する．さらに，提示した介助法が適切か
否かをフィードバックとしてシステムに取り入れるこ
とで，次回の提示に活用することを目指す．本稿では，
本システムの概要とその機能について述べる．

2 関連研究

ケアサービスの場において，ノウハウ情報の表出・
共有により個人や組織の成長を目指す研究として，江
藤らのケアプラン策定過程のノウハウ情報共有システ
ムがある [3]．この研究では，ケアを行う初心者の医療
専門職のために，熟練者のケアプランを観察し，比較
することでケアにおけるノウハウ情報を共有する方法
を提案している．また，吉野らは在宅療養患者情報や
医療従事者情報を登録し，多職種医療従事者間で情報
共有が可能なシステムを開発した [4]．従来その負担の
大きさから普及していなかった，在宅環境にある患者
情報の医療従事者間での情報共有を，画像やテキスト
チャットの活用等により，少ない負担で可能にしてい
る．本システムは，利用者を医療専門職に限定せず，主
に一般の家庭の患者やその介護者に焦点を当て，患者
の情報を活用する．
岡田は高齢者の心身状況や家族の介護力，家屋の状
態等に応じて最適なケアプランを策定するためのシス
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図 1: システムの利用図

テムとして，在宅介護支援システム「ケアマネ君」を
開発した [5]．このシステムでは，介護保険制度下にお
いて人的支援・福祉用具・訪問サービス等を含めた，総
合的なケアプランを策定している．本システムは，要
介護者の状態に応じた介助法を提示することを目的と
しており，利用者としては要介護者の家族を中心とし
た介護者を想定している．

3 在宅介護者のための介助法提示支援シス
テム

3.1 概要

図 1にシステムの利用図を示す．本システムは医療
専門知識のない一般家庭の介護者向けに，要介護者の
状態に応じた適切な介助法を提示することを目的とし
ている．本システムは，(1)要介護者のADL（Activities
of Daily Living，日常生活動作）や介護環境などを記録
する機能，（2）入力された情報に応じて介助法を提示す
る機能，の大きく二つに分かれる．3.2節で (1)の機能
について，3.3節で（2）の機能について述べる．

3.2 要介護者情報の記録機能

本節では，要介護者の情報を記録する機能について
述べる．本機能には，ユーザー登録における要介護者
基本情報の記録，運動 ADL・認知 ADLの記録，介護
環境の記録が含まれる．図 2にシステム利用の流れを
示す．本システムは初回利用時と二回目以降の利用時
で操作の流れが異なる．
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要介護者の状態の変更点の有無

図 2: システム利用の流れ

(1) 要介護者基本情報の記録
氏名・年齢・性別等の本人情報と，現在の介護者・
意思決定者・訪問サービスやかかりつけの医者等
の医療担当者を記録する．これは図 2(a)-(1)に該
当する．

(2) ADLの記録
ADLを評価する方法として，本システムではFIM
（Functional Independence Measure）による評価マ
ニュアル [6]を利用している．FIMによる評価マ
ニュアルでは，運動ADL13項目と認知ADL5項
目に分かれており，それぞれ 1点～7点で評価す
る．これは図 2(a)-(2)に該当する．

(3) 介護環境の記録
介助法提示時には要介護者本人の能力だけでな
く，要介護者が置かれている状況や環境の情報も
必要となる．本システムでは，ADLと同様の質
問形式によって，要介護者の在宅環境も記録する．

図 3に要介護者の個人ページを示す．要介護者につ
いて記録された情報は，要介護者の個人ページで参照
できるようにする．また，ADLや介護環境，介護者，
意思決定者，医療担当者等，時間の経過によって変化
していく項目については，その変遷も参照できるよう
に記録する．

3.3 介助法提示機能

本節では，前節の機能で記録された要介護者情報を
もとに，要介護者の現在の状態に応じた適切な介助法
を提示する機能について述べる．
本機能では，前節の機能で記録された情報をもとに，
その要介護者に応じた介助法を提示する．提示の方法
は見出し，詳細を説明する文章，場面に対応する画像
の 3種類を用いる．利用者には提示された介助法を実
践した後，その介助法が現在の要介護者の状態に適し
ていたか，適切な介助ができたか否かを評価してもら
う．これは図 2(a)-(5)または図 2(b)-(4)に該当する．介
助法が適切であった場合は，要介護者の状態に変化が
ない限り同じ介助法を提示するが，介助法が適切でな
かった場合は，次回の提示の際にその旨を追記し，改
善案を提示する．

図 3: 要介護者の個人ページ

4 おわりに

本研究では，専門知識を持たない介護者のために，要
介護者の状態に応じた適切な介助法の提示が可能なシ
ステムの構築を目指している．本稿では，システムの
概要と機能について述べた．今後は，本システムの有
用性を確認する実験を行う．
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